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008年5月12日，中国四川省

で死者・行方不明者約9万人に

上る大地震が発生した（中国では，震

源の地名から「 川地震」と呼ばれる）。

建国以来最大級の被害をもたらしたこ

の地震は，中国における地震防災関連

の法整備にも大きな影響を与えるもの

となった。

「防震減災法」の改正延期

中国において地震防災関連の現行法

の中核となっているのが，1998年3月

1日に施行された防震減災法である。

そのほか，地震観測施設及び地震観測

環境保護条例（1994年 1月 10日施

行），破壊性地震緊急対応条例（1995

年4月1日施行），地震予知管理条例

（1998年12月17日施行），地震安全性

評価管理条例（2002年1月1日施行）

などの関連法規も制定されている。

全48条からなる現行の防震減災法

は，地震災害の防御及び軽減を図り，

国民の生命と財産を保護し，社会主義

建設の進展を保障することを目的とし

て制定された。構成は，第1章 総則

（1条～8条），第2章 地震観測及び

地震予知（9条～23条），第3章 地

震災害予防（24条～25条），第4章

地震緊急対応（26条～32条），第5章

震災後の救助及び再建（33条～42条），

第6章 法的責任（43条～47条），第

7章 附則（48条）である。

中国における従来の震災対策は「予

防を主とする」ものであったため，現

行法もそれを反映して，予防関連の規

定に重きが置かれている。その一方，

例えば復旧再建に関しては，再建計画

の策定と地震遺跡の保全について，原

則規定が各1条置かれているのみであ

る。現実の大きな震災に直面したとき，

現行法の規定には不十分な点が多いこ

とが， 川地震において明らかになっ

た。

施行から10年を迎える防震減災法の

改正は，国内の地震防災体制の強化を

目的として，もともと立法計画におい

て，2008年6月に全国人民代表大会

常務委員会で審議を行うことが予定さ

れていた。改正案の起草作業も，2008

年5月までに一通り完了していた。主

な改正内容としては，地震防災業務の

主管官庁の明確化，緊急対応と復旧再

建のより一体的な運用，地震防災計画

の重視，国民の地震防災意識の強化な

どが挙げられている。しかし， 川地

震の経験や教訓を生かし，緊急救援体

制や復旧再建などに関する規定につい

て大幅な改正を行う必要があり，また，

震災直後のこの時期に十分な審議を行

うことも難しいとして，6月の法案提出

は見送られた。

川地震は，現行法では想定されて

いなかった多くの法的問題を引き起こ

した。防震減災法の改正でそのすべて

に対応できるわけではなく，突発事件

対応法（2007年11月1日施行）の改

正をはじめ，緊急事態法，災害救助

法，災害補償法など新たな法整備が課

題となっている。また，倒壊家屋の住

宅ローン問題に対応するため，個人破

産に関する法整備も急がれている。

川地震災害復旧再建条例

2008年6月8日， 川地震災害復

旧再建条例が国務院により公布，同日

施行された。突発事件対応法ならびに

防震減災法に基づき制定された，特定

の地震における震災復興についての，

中国で初めての行政法規である。地震

発生から2週間後の5月26日に制定が

指示され，その2週間後に公布される

という，今までにない迅速な立法であ

った。防震減災法改正の準備作業が進

んでいたことが，それに大いに寄与し

た。

条例の構成は，第1章 総則（1条

～6条），第2章 過渡的避難措置（7

条～19条），第3章 調査・判定（20

条～24条），第4章 復旧再建計画

（25条～33条），第5章 復旧再建の

実施（34条～52条），第6章 資金調

達及び政策的支援（53条～64条），第

7章 監督管理（65条～72条），第8

章 法的責任（73条～78条），第9章

附則（79条～80条）であり，復旧再建

にあたっての具体的で詳細な規定に重

点が置かれている。

総則では，復旧再建の原則を，①被

災地の自助努力と国及び他の地方政府

からの支援，②政府主導と民間の参

画，③現地での復旧再建と他地域での

再建，④質の確保と効率の重視，⑤当

面の課題と長期的展望，⑥経済社会の

発展と生態環境資源の保護，について

それぞれ調和を図ることと規定してい

る。

第2章では仮設住宅の建設と入居の

方法，生活関連施設の整備，救援資

金・物資の分配などについて，第3章

では災害状況の必須調査事項，科学的

で正確な調査の実施などについて，第

4章では被災地の実情に合致した復旧

再建計画を策定するための手続などに

ついて，第5章では計画的かつ段階的

な復旧再建の実施，責任体制の明確

化，地震遺跡や少数民族文化への配

慮，建築物の耐震性確保などについて，

第6章では政府及び民間からの資金調

達，税制上の優遇措置，就業・就学援

助などについて，第7章では義捐金・

援助物資ならびに復興資金の厳格な管

理，工事の質の監督管理の徹底などに

ついての規定が盛り込まれている。

（岡村志嘉子）
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